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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第３四半期
累計期間

第61期
第３四半期
累計期間

第60期
第３四半期
会計期間

第61期
第３四半期
会計期間

第60期

会計期間

自平成21年
12月１日
至平成22年
８月31日

自平成22年
12月１日
至平成23年
８月31日

自平成22年
６月１日
至平成22年
８月31日

自平成23年
６月１日
至平成23年
８月31日

自平成21年
12月１日
至平成22年
11月30日

売上高（千円） 4,523,4624,171,040450,002 949,9206,750,476

経常利益又は損失（△）（千円） △366,226△443,141△477,684△483,345 88,935

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（千円）
△252,574△297,338△293,511△299,702 30,313

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 819,965 819,965 819,965

発行済株式総数（株） － － 5,289,9005,289,9005,289,900

純資産額（千円） － － 2,468,4972,392,3742,749,730

総資産額（千円） － － 5,394,9896,141,0286,455,194

１株当たり純資産額（円） － － 555.48 545.41 619.79

１株当たり四半期（当期）純利益

又は純損失（△）（円）
△56.37 △67.38 △65.98 △68.16 6.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 5 5 － － 10

自己資本比率（％） － － 45.8 39.0 42.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
648,625 91,805 － － △250,931

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△99,896 △66,959 － － △109,691

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△384,978 123,849 － － 176,205

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 492,717 293,246 144,550

従業員数（人） － － 283 283 281

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、四半期財務諸表等規則第12条の規定により、関連会社の損益等に重要

性が乏しいため記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年８月31日現在

従業員数（人） 283 　

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高・利益

ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

また、当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連す

る測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一セグメントであるため、対象物別で記載しております。

 

(1）生産実績

　調査等の対象物別の生産実績を示せば次のとおりであります。

事業の内容 対象区分 内容
当第３四半期会計期間
自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日

前年同期比（％）

   （千円）  

地 質 調 査

土 質 調 査

環 境 調 査

防 災 調 査

海 洋 調 査

測　　　 量

建 設 計 画

設　　　 計

施 工 管 理

工　　　 事

治山・治水

農林・水産

河川・ダム・砂防・治山・海岸・

地すべり・急傾斜・農地造成・干

拓・埋め立て・農業水路・農道・

林道・漁港・漁場

281,342 128.1

運輸施設

上下水道

情報通信

道路・鉄道・橋梁・トンネル・港

湾・空港・浚渫・人工島・上下水

道・情報・通信

343,595 112.6

建築・土地造成

超高層建物・一般建築物・鉄塔・

レジャー施設・地域再開発・土地

造成

92,703 98.4

エネルギー・資源

発電所・送電・備蓄施設・地熱エ

ネルギー・自然エネルギー・水資

源・温泉・鉱床・海底資源

174,141 289.9

環境・災害・保全

土壌・騒音・振動・水質・大気・

動植物生態調査・廃棄物処理施設

・地盤沈下・地震災害・火山災害

87,611 206.3

その他
遺跡・埋蔵文化財・学術調査・基

礎調査・その他
45,758 52.9

 合計 1,025,152 126.9

　（注）１．金額は、調査原価で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）受注実績

　調査等の対象物別の受注実績を示せば次のとおりであります。

事業の内容 対象区分 内容

当第３四半期会計期間
自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日

受注高
（千円）

前年同
期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同
期比
（％）

地 質 調 査

土 質 調 査

環 境 調 査

防 災 調 査

海 洋 調 査

測　　　 量

建 設 計 画

設　　　 計

施 工 管 理

工　　　 事

治山・治水

農林・水産

河川・ダム・砂防・治山・海岸・

地すべり・急傾斜・農地造成・干

拓・埋め立て・農業水路・農道・

林道・漁港・漁場

442,84794.0 673,11086.6

運輸施設

上下水道

情報通信

道路・鉄道・橋梁・トンネル・港

湾・空港・浚渫・人工島・上下水

道・情報・通信

475,185103.11,036,07896.6

建築・土地造成

超高層建物・一般建築物・鉄塔・

レジャー施設・地域再開発・土地

造成

150,02872.3 145,25553.1

エネルギー・資源

発電所・送電・備蓄施設・地熱エ

ネルギー・自然エネルギー・水資

源・温泉・鉱床・海底資源

90,45548.2 714,969190.4

環境・災害・保全

土壌・騒音・振動・水質・大気・

動植物生態調査・廃棄物処理施設

・地盤沈下・地震災害・火山災害

102,816455.1 160,05155.1

その他
遺跡・埋蔵文化財・学術調査・基

礎調査・その他
142,34884.1 162,70372.8

 合計 1,403,68092.42,892,16796.0

　（注）１．金額は、販売価額で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　調査等の対象物別の販売実績を示せば次のとおりであります。

事業の内容 対象区分 内容
当第３四半期会計期間
自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日

前年同期比（％）

   （千円）  

地 質 調 査

土 質 調 査

環 境 調 査

防 災 調 査

海 洋 調 査

測　　　 量

建 設 計 画

設　　　 計

施 工 管 理

工　　　 事

治山・治水

農林・水産

河川・ダム・砂防・治山・海岸・

地すべり・急傾斜・農地造成・干

拓・埋め立て・農業水路・農道・

林道・漁港・漁場

129,157 158.7

運輸施設

上下水道

情報通信

道路・鉄道・橋梁・トンネル・港

湾・空港・浚渫・人工島・上下水

道・情報・通信

219,453 133.0

建築・土地造成

超高層建物・一般建築物・鉄塔・

レジャー施設・地域再開発・土地

造成

83,324 91.8

エネルギー・資源

発電所・送電・備蓄施設・地熱エ

ネルギー・自然エネルギー・水資

源・温泉・鉱床・海底資源

431,999 634.6

環境・災害・保全

土壌・騒音・振動・水質・大気・

動植物生態調査・廃棄物処理施設

・地盤沈下・地震災害・火山災害

66,201 170.7

その他
遺跡・埋蔵文化財・学術調査・基

礎調査・その他
19,784 332.6

 合計 949,920 211.1

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。

前第３四半期会計期間（自平成22年６月１日　至平成22年８月31日）

国土交通省　　　　　　　　　　　　　　　　　 53,008千円　　11.8％

当第３四半期会計期間（自平成23年６月１日　至平成23年８月31日）

株式会社阪神コンサルタンツ　　　　　　　　　290,000千円　　30.5％

九州電力株式会社　　　　　　　　　　　　　　100,000千円　　10.5％

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成23年10月13日）において当社が判断したものであ

ります。
 
(1) 経営成績の分析

　業績の概況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による個人消費の自粛ムードの高まりから一

時的な経済活動の停滞が見られたものの、新興国の経済成長および震災の復興需要により緩やかに持ち直しつつあ

ります。しかしながら、円高基調などの不安定要素もあり、依然として不透明な状況で推移しました。

建設コンサルタントおよび地質調査業界におきましても、震災復興に対する予算の重点配分等の政府主導による

復興対策が予想されましたが、本格的な着手に至らず、また、未だ収束を見ない原子力発電所事故処理や被災地以外

の地域の公共投資予算の縮小など、不透明な状況で推移しました。

こうした状況の中、当第３四半期会計期間の経営成績につきましては、売上高は９億49百万円（前年同四半期会

計期間売上高は４億50百万円）、営業損失４億89百万円（前年同四半期会計期間は営業損失４億96百万円）、経常

損失４億83百万円（前年同四半期会計期間は経常損失４億77百万円）、四半期純損失２億99百万円（前年同四半期

会計期間は四半期純損失２億93百万円）となりました。また、当第３四半期累計期間の業績につきましては、売上高

は41億71百万円（前年同四半期累計期間売上高は45億23百万円）、営業損失は４億55百万円（前年同四半期累計期

間は営業損失４億４百万円）、経常損失４億43百万円（前年同四半期累計期間は経常損失３億66百万円）、四半期

純損失２億97百万円（前年同四半期累計期間は四半期純損失２億52百万円）となりました。当社は、官公庁・公共

企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高・利益ともに第２四半期と

第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。この為、当第３四半期では売上高収入に対し諸費用がバ

ランスせず、利益面では一時的にマイナスとなりますが、年間計画には織り込み済みの進捗状況です。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

  資産合計は、前事業年度末に比べ３億14百万円減少し、61億41百万円となりました。その主な増減内訳は、現金及

び預金の増加１億48百万円、未成調査支出金の増加48百万円、機械及び装置の増加24百万円、完成調査未収入金の減

少６億93百万円等であります。

（負債）

  負債合計は、前事業年度末に比べ43百万円増加し、37億48百万円となりました。その主な増減内訳は、短期借入金

の増加３億円、長期借入金の減少75百万円、調査未払金の減少３億39百万円、未成調査受入金の増加１億30百万円等

であります。

（純資産）

  純資産合計は、前事業年度末に比べ３億57百万円減少し、23億92百万円となりました。その主な増減内訳は、利益

剰余金の減少３億41百万円、自己株式が△24百万円、その他有価証券評価差額金の増加８百万円等によるものであ

ります。
　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期会計期間末に比べ39百万円増加し、２億93

百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、５億37百万円の減少（前年同四半期は１億75百万円の減少）となりまし

た。その主な内訳は、税引前四半期純損失４億83百万円、減価償却費36百万円、売上債権の増加89百万円等があった

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、56百万円の減少（前年同四半期は56百万円の減少）となりました。その

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出59百万円等に対し、貸付金の回収による収入４百万円等があったこと

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、６億33百万円の増加（前年同四半期は４億87百万円の増加）となりまし

た。その主な内訳は、短期借入金の増加７億円、長期借入金の返済25百万円、配当金の支払額21百万円、リース債務の

返済による支出11百万円等があったことによるものであります。
 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題について重要な変更および新たに

生じた課題はありません。
 
(5) 研究開発活動

当社の調査コンサルタントとしての業務は、その全てが高度な技術力によって支えられており、その向上と新分

野、新技術の開発は不可欠なものであります。この為当社は、地盤に関連した広範囲な課題に対する最適なソリュー

ションを提供することを目的として、国、独立行政法人、大学等の研究機関ならびに民間の研究機関との連携による

共同研究開発を積極的に進めており、当第３四半期会計期間の研究開発費の執行状況は5,209千円であります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年10月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,289,900 5,289,900

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数1,000株

計 5,289,900 5,289,900 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年６月１日～　

平成23年８月31日
－ 5,289,900 － 819,965 － 826,345

　

（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す　 るこ

とができませんので、直前の基準日（平成23年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

 平成23年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式　　885,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,365,000 4,365 －

単元未満株式 普通株式　 　39,900 －
１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 5,289,900 － －

総株主の議決権 － 4,365 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄の株式数は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

 平成23年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎地質株式会社
東京都港区三田二

丁目11番15号
885,000 －　 885,000 16.73

計 － 885,000 －　 885,000 16.73

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は903,549株、その発行済株式総数に対する割合は17.1％で

あります。

 

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
12月

平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 545 530 528 549 699 527 469 465 423

最低（円） 502 518 509 500 490 441 424 431 392

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。　

　

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年12月１日から平成22年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年６月１日から平成23年８月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年12月１日から平成23年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22

年８月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年12月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成23年６月１日から平成23年８月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年12月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 293,246 144,550

受取手形 36,347 32,530

完成調査未収入金 1,323,942 2,017,838

未成調査支出金 947,544 898,601

材料貯蔵品 3,236 2,362

繰延税金資産 156,903 13,163

その他 99,975 90,100

貸倒引当金 △4,011 △6,014

流動資産合計 2,857,185 3,193,133

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 629,760 648,241

機械及び装置（純額） 137,528 113,194

土地 1,472,382 1,472,382

その他（純額） 111,980 108,331

有形固定資産合計 ※1
 2,351,650

※1
 2,342,149

無形固定資産 76,879 75,208

投資その他の資産

投資有価証券 347,703 334,122

繰延税金資産 159,005 163,989

その他 373,842 371,959

貸倒引当金 △25,239 △25,369

投資その他の資産合計 855,312 844,701

固定資産合計 3,283,842 3,262,060

資産合計 6,141,028 6,455,194

負債の部

流動負債

調査未払金 228,674 567,946

短期借入金 2,200,000 1,900,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 100,000

未成調査受入金 303,449 172,719

その他 201,615 160,830

流動負債合計 3,033,739 2,901,496

固定負債

長期借入金 125,000 200,000

退職給付引当金 449,411 432,714

その他 140,502 171,252

固定負債合計 714,914 803,967

負債合計 3,748,653 3,705,463
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 819,965 819,965

資本剰余金 826,345 826,345

利益剰余金 1,276,139 1,617,683

自己株式 △536,655 △512,246

株主資本合計 2,385,794 2,751,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,580 △2,017

評価・換算差額等合計 6,580 △2,017

純資産合計 2,392,374 2,749,730

負債純資産合計 6,141,028 6,455,194
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年８月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年８月31日)

売上高 4,523,462 4,171,040

売上原価 3,483,899 3,282,027

売上総利益 1,039,563 889,012

販売費及び一般管理費 ※1
 1,444,428

※1
 1,344,041

営業損失（△） △404,865 △455,029

営業外収益

受取利息 795 486

受取配当金 6,823 7,560

受取手数料 13,733 16,233

固定資産賃貸料 57,532 31,008

その他 4,958 4,322

営業外収益合計 83,843 59,611

営業外費用

支払利息 19,421 20,714

退職給付費用 22,227 22,074

その他 3,555 4,935

営業外費用合計 45,204 47,723

経常損失（△） △366,226 △443,141

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,272 2,131

特別利益合計 4,272 2,131

特別損失

固定資産除却損 － 69

投資有価証券評価損 3,520 －

特別損失合計 3,520 69

税引前四半期純損失（△） △365,474 △441,078

法人税等 △112,900 △143,740

四半期純損失（△） △252,574 △297,338
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年８月31日)

売上高 450,002 949,920

売上原価 452,831 967,892

売上総損失（△） △2,829 △17,972

販売費及び一般管理費 ※1
 493,341

※1
 471,188

営業損失（△） △496,170 △489,160

営業外収益

受取利息 160 155

受取配当金 5,488 6,103

受取手数料 4,224 2,411

固定資産賃貸料 19,558 9,299

その他 2,918 2,197

営業外収益合計 32,351 20,167

営業外費用

支払利息 5,061 5,431

退職給付費用 7,162 7,279

その他 1,641 1,640

営業外費用合計 13,864 14,351

経常損失（△） △477,684 △483,345

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,872 △297

特別利益合計 2,872 △297

税引前四半期純損失（△） △474,811 △483,642

法人税等 △181,300 △183,940

四半期純損失（△） △293,511 △299,702
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年８月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △365,474 △441,078

減価償却費 80,102 98,698

引当金の増減額（△は減少） 37,003 74,422

受取利息及び受取配当金 △7,619 △8,047

支払利息 19,421 20,714

投資有価証券評価損益（△は益） 3,520 －

未成調査受入金の増減額（△は減少） 50,673 130,730

未払消費税等の増減額（△は減少） 649 △19,057

未収消費税等の増減額（△は増加） △12,257 △7,862

売上債権の増減額（△は増加） 1,089,623 690,079

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,753 △49,817

仕入債務の増減額（△は減少） △165,292 △339,272

未払費用の増減額（△は減少） △30,078 △6,049

預り保証金の増減額（△は減少） △1,008 △31,470

その他 76,646 △2,017

小計 766,156 109,971

利息及び配当金の受取額 7,620 8,047

利息の支払額 △22,949 △25,549

法人税等の支払額 △102,202 △663

営業活動によるキャッシュ・フロー 648,625 91,805

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △109,716 △61,171

無形固定資産の取得による支出 △3,764 △4,477

貸付けによる支出 △24,400 △9,460

貸付金の回収による収入 41,607 11,278

その他 △3,623 △3,129

投資活動によるキャッシュ・フロー △99,896 △66,959

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △75,000 △75,000

自己株式の取得による支出 △46,813 △24,409

リース債務の返済による支出 △18,664 △33,068

配当金の支払額 △44,500 △43,672

財務活動によるキャッシュ・フロー △384,978 123,849

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 163,749 148,695

現金及び現金同等物の期首残高 328,967 144,550

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 492,717

※1
 293,246
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号 平成20年3月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日)を適用しておりま

す。

なお、これによる影響はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られたため、前事業年度末の貸倒実績率等の合理的な基準を使用する方法に

よっております。

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方

法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末以降に経営環境

等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に、前事業年

度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著

しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年８月31日）

前事業年度末
（平成22年11月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 1,483,510千円 　 1,406,197千円

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 651,776千円

法定福利費 124,807千円

旅費交通費 105,903千円

賞与引当金繰入額　 32,594千円

退職給付費用　 28,356千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 615,155千円

法定福利費 109,122千円

旅費交通費 98,619千円

賞与引当金繰入額　 35,242千円

退職給付費用　 23,295千円

　２　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門

との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高

・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するとい

う季節変動の傾向があります。

 

同　左

前第３四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 221,558千円

法定福利費 41,542千円

旅費交通費 36,740千円

賞与引当金繰入額　 32,594千円

退職給付費用　 9,786千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 199,520千円

法定福利費 35,180千円

旅費交通費 35,034千円

賞与引当金繰入額　 32,755千円

退職給付費用　 7,968千円

　２　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門

との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高

・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するとい

う季節変動の傾向があります。

　

同　左

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 492,717千円

現金及び現金同等物期末残高 492,717千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 293,246千円

現金及び現金同等物期末残高 293,246千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年８月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年

８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式（株） 5,289,900

 

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式（株） 903,549

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月25日

定時株主総会
普通株式 22,182 5 平成22年11月30日平成23年２月28日利益剰余金

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年７月９日

取締役会
普通株式 22,022 5 平成23年５月31日平成23年８月10日利益剰余金

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

    該当事項はありません。　

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。 

 

 

（金融商品関係）

該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

四半期財務諸表等規則第12条の規定により、関連会社の損益等に重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年８月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成
23年６月１日 至 平成23年８月31日）
　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連
する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を省略しており
ます。
　

（追加情報）
　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３
月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成
20年３月21日）を適用しております。
　

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額
当第３四半期会計期間末
（平成23年８月31日）

前事業年度末
（平成22年11月30日）

１株当たり純資産額 545.41円 １株当たり純資産額 619.79円

２．１株当たり四半期純損失金額
前第３四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △56.37円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純損失（△） △67.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（△）（千円） △252,574 △297,338

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △252,574 △297,338

期中平均株式数（千株） 4,480 4,412

　
前第３四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △65.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純損失（△） △68.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（△）（千円） △293,511 △299,702

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △293,511 △299,702

期中平均株式数（千株） 4,448 4,397
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　平成23年７月９日開催の取締役会において、第２四半期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ）第２四半期末配当による配当金の総額………22,022,665円

　(ロ）１株当たりの金額………………………………５円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成23年８月10日

（注） 平成23年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年10月12日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中島　康晴　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 芝山　喜久　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式会社の

平成21年12月１日から平成22年11月30日までの第60期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年12月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社の平成22年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年10月12日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 芝山　喜久　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式会社の

平成22年12月１日から平成23年11月30日までの第61期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年６月１日から平成23年８

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年12月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社の平成23年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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